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対称断面形 4.8 5.4 3.7 2.1 4.5





























本論文の構成を図 1.3 に示す． 
第 2 章において，めがねトンネルに関する既往の研究について述べ，センターピラーの
掘削時挙動の特徴や．既往の解析的検討における問題点等を明らかにする． 






































めがねトンネルの施工方法には，表 2.1 に示すような 1 本導坑方式および 3 本導坑方式












































































































































































表 2.5 めがねトンネルの変遷（文献 2） に加筆・修正） 


































2.2.3 FEM 解析に基づくめがねトンネル施工方法の比較検討 
宮野前ら 3) は，表 2.1 に示しためがねトンネルの各施工方法の長所・短所を，土被り高

































上載荷重 3本導坑方式 1本導坑方式 無導坑方式
支保工軸力
（先進坑最大値） 3本導坑方式 1本導坑方式 無導坑方式





















































荷重よりも小さい（写真 2.2 参照）． 
 
 -12- 
 (43G) (44G) (50G) 
 
写真 2.1 均質地盤モデルの実験結果 
 
 (90G) (94G) (95G) 
 
写真 2.2 中間地山改良モデルの実験結果 
 
 


























































vs  (2.2) 
 
ここに， σvf ：先進坑に作用する鉛直土圧の平均値 
 σvf ：後進坑に作用する鉛直土圧の平均値 
 D ：トンネル幅 
 H ：土被り高さ 
 γ ：単位体積重量 
 φ ：内部摩擦角 
 c ：粘着力 
 Kh ：水平土圧係数 












めがねトンネル中央壁の上載荷重の設定事例 7) を図 2.4 および式(2.3)に示す． 
 
 











ここに， P ：上載荷重 
 H ：土被り 
 D ：めがねトンネルの全幅 
 B ：両トンネルセンター間の距離 
 γ ：地山の単位体積重量 
 



















軸力＋吹付け軸力）から求めたものである．土被り比が 0.5～0.75（土被り高さ 13～19m 前





図 2.5 小束山トンネルにおける土被り比と荷重比の関係 
 




D/h w=荷重高さ比  (2.5) 
 
ここに， hw ：荷重高さ 














土被り比 2.0 の場合の計測結果から，ピラー作用荷重高さの上限はほぼ 1D であると考え
 -17- 















2.3.4 FEM 解析によるピラー作用荷重の予測 
宮野前ら 3) は，表 2.1 に示しためがねトンネルの各施工方法について，土被り高さをト






よりも 1 本導坑方式の方が，センターピラーに作用する荷重が若干大きいことから，1 箇
所しかないセンターピラーに上載荷重が集中する傾向があると考えられる． 
 
表 2.7 センターピラーに作用する荷重の比較 
3本導坑 1本導坑 無導坑 3本導坑 1本導坑 無導坑
先進坑上半掘削後 2550 2560 2060 2490 2550 1750
　　　下半掘削後 2500 2540 1640 2440 2560 1100
後進坑上半掘削後 5590 5710 5140 5430 5750 4310








(1) 小束山トンネルの事例 8)  
































図 2.9 小束山トンネルにおけるセンターピラーの荷重挙動（断面④） 
 
(2) 北須磨トンネルの事例 10)  






















図 2.10 北須磨トンネルにおけるセンターピラー計測値（土砂部①） 
 
表 2.8 北須磨トンネルにおけるセンターピラー計測結果一覧 
断面 部材 先進坑通過後 後進坑通過後 作用高換算
センターピラー軸力 1433kN 4550kN 0.60D
センターピラー傾斜 後進側に1.1mm 先進側に0.3mm
センターピラー軸力 216kN 3143kN 0.55D
センターピラー傾斜 後進側に3.5mm 先進側に4.2mm
センターピラー軸力 1446kN 4896kN 0.85D
センターピラー傾斜 後進側に1.8mm 先進側に1.6mm
























酒井ら 11) は，FEM 解析を用いたセンターピラーの補強設計法を提案している． 
以下のような現象が，実際のトンネル施工において観察されていることに着目して，こ







表 2.9 センターピラーに着目した FEM 解析の解析ケース 
 
 






























の軸力よりも 2 倍程度増加している． 
 
 
図 2.11 先進坑と後進坑の各々の掘削により発生した支保工軸力の比較 
 
 




宮野前ら 3) は，表 2.1 に示しためがねトンネルの各施工方法について，土被り高さをト

































図 2.14 先進坑と後進坑直上の最終地表面沈下量 
 
 
















ij eTaS β+α−⋅⋅=  (2.7) 
 
ここに， Sij ：任意地点での地表面沈下量 
 a, α, β：地質状況によって定まる定数（表 2.11 参照） 
 T ：トンネル降下量 
 
r
rHZ +=  
 ( )2rH
xX +=  
 H ：土被り 
 r ：トンネル半径 
 x ：トンネル中心からの離れ 
 
表 2.11 島田による地質分類 
a β α
A 風化岩しまった洪積砂 6 0.45 1.88
B ゆるんだ洪積砂シルト 4 0.25 1.54




























図 2.17 後進坑施工完了時の地表面沈下曲線の代表例 
 
2.6.3 施工方法の違いによる地表面沈下量の比較解析 
宮野前ら 3) は，表 2.1 に示しためがねトンネルの各施工方法について，土被り高さをト
ンネル全幅（≒2 本の本坑幅の合計）とした解析モデルを用いた二次元 FEM 解析によって，
地表面沈下量の比較検討を実施している．図 2.18 は，センターピラー直上における地表面
沈下の変化を示したものである．後進坑掘削時に，めがねトンネル施工方法の違いが顕著












(a) 1 本導坑方式 (b) 無導坑方式 
 
図 2.19 検討断面図 
 
 (a) 1 本導坑方式 (b) 無導坑方式 
 
図 2.20 断面力図 
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路トンネルは，第二京阪道路の寝屋川北 IC～寝屋川南 IC 間の住宅が密集する丘陵部に位
置している． 
  
図 3.1 近畿地方の広域幹線網およびトンネル位置図（文献 1）を加筆修正） 
 
3.2.2 構造的特徴 
小路トンネルは，図 3.2 に示すように，4 本の本坑トンネル（自動車専用道路部［以下，
専用部］：2 本, A=170m2，一般国道部［以下，一般部］：2 本, A=85m2）がそれぞれつな
がった形状をしている．本坑トンネル間に設置されている 3 本のセンターピラーは，本坑














は N 値が 5 以下の軟弱粘土層が確認されている． 
 
 到達側  発進側  
 
































































図 3.7 長尺先受け工の模式図 
 
3.2.5 施工手順 
施工手順を図 3.8 に，掘削手順図を図 3.9 に示す． 
地中連続壁工および地盤改良工の完了後，まず 3 本の導坑を並行して掘削し，掘削完了
後，導坑内にピラーコンクリートを打設する．次に，4 本の本坑の内，隣り合わない 2 本





・導坑掘削 ：インバート吹付けは導坑上部の 1ｍ後方で施工 
・先進坑掘削：上半と下半切羽離れ 50ｍ．インバート掘削は下半切羽後方 100ｍで実施 
・後進坑掘削：先進坑上半掘削 150m 完了後，後進坑上半掘削開始 
       上半と下半切羽の離れ 50ｍ 



































































































図 3.12 に解析ステップ図を示す．図 3.9 に示した 4 本のトンネルの掘削手順，および先
進坑と後進坑の切羽離れや上半切羽と下半切羽の離れ等を忠実に再現することとした． 
 
①初期応力 ②切土およびアンカー  
 ［発進側］ ［到達側］ 
   
③導坑掘削 ④先進坑掘削 ⑤後進坑掘削 
   




各層における地盤の解析用物性値は，地質調査結果 7）に基づき表 3.1 にように設定した． 
 
表 3.1 地盤の解析用物性値 









盛土層 B 10 18.0   5 000 0.3   0.0 27.0 
沖積粘性土層 Ac 4 19.0   2 000 0.4  25.0   0.0 
礫質土 Dg 17 19.5 11,900 0.3   0.0 31.0 段丘 
層 粘性土 Dc 12 18.0  8,400 0.4 120.0  0.0 
粘性土 Oc2 10 17.0 16,000 0.4 100.0  0.0 
砂質土  Os’ 40 20.0 38,000 0.3   0.0 39.5 
砂質土 Os2 40 20.0 38,000 0.3   0.0 39.5 
礫質土 Og1 43 21.0 40,850 0.3   0.0 40.4 
粘性土 Oc3 18 17.5 28,800 0.4 200.0  0.0 
砂質土 Os3 46 20.0 43,700 0.3   0.0 41.3 
礫質土 Og2 49 21.0 46,550 0.3   0.0 42.1 
砂質土 Os4 45 20.0 42,750 0.3   0.0 41.0 
大阪 
層群 







値の相関を地質ごとに整理したうえで設定する．図 3.13 より，下記の通り変形係数 E





①沖積層 ：E = 500Ｎ (kN/m2) ← 地質調査報告書 7）に準拠 
②段丘層 ：E = 700Ｎ (kN/m2) ← 地質調査報告書 7）に準拠 
③大阪層群粘性土 ：E = 1600Ｎ (kN/m2) ← 図 3.13 より 






























図 3.13 孔内水平載荷試験による変形係数とＮ値の相関 
※標準貫入試験および孔内水平載荷試験の結果は，「中央開発（株）：「第二京阪道路 




改良地盤の変形係数Ｅは，図 3.14 および図 3.15 を参考として，安全側となるように，E = 
150qu（qu：改良強度）とする．また，ポアソン比は 0.2 とする． 
改良地盤の粘着力 c は，c = qu/2 とする．また，内部摩擦角は 0°とする． 
 
 
図 3.14 RAS コラム工法における一軸圧縮強度と変形係数の関係 8） 
 
 







名・名神トンネルの合理的支保構造に関する検討報告書，平成 8 年 2 月」10）と同様に，E = 
6,000N/mm2 とする．また，地中連続壁（ソイルセメント）およびエアモルタルの弾性係数
E は，前述の改良地盤と同様に，それぞれの設計基準強度 f’ck に対して，E = 150f’ck と仮定
する． 
 















8.47E+06 1.69E-01 1.62E-05 － 
f’ck = 18N/mm2 
H-150 
専用部 吹付けコンクリート ソリッド要素 6.00E+06 (t = 250mm) － 0.2 f’ck = 36N/mm2 
専用部 鋼製支保工 ビーム要素 2.00E+08 6.35E-03 4.72E-05 － HH-200 
一般部 吹付けコンクリート ソリッド要素 4.00E+06 (t = 200mm) － 0.2 f’ck = 18N/mm2 




3.63E+06 － － 0.3 
f’ck = 0.5N/mm2 
I-400×200 
ピラーコンクリート ソリッド要素 2.80E+07 － － 0.2 f’ck = 30N/mm2 
エアモルタル ソリッド要素 1.50E+05 － － 0.3 f’ck = 1.0N/mm2 
地盤改良土 ソリッド要素 （弾性係数は設計基準強度の 150 倍） 0.2  
AGF 鋼管 ビーム要素 2.00E+08 2.04E-03 3.00E-06 －  







表 3.3 解析結果の評価項目 




















Fs = d/r (3.1) 
 
ここで，Fs ：局所安全係数 
 d ：破壊規準線［τ = c + σ tanφ］とモール円の中心との距離 
 r ：モール円の半径［= (σ1 - σ3)/2］ 
 
図 3.16 局所安全係数の定義 
 












許容値 25 1.0 10 
 ※沈下量 ：日本トンネル技術協会：地中構造物の建設に伴う近接施工指針 




































①導坑掘削において，トンネル直上地表面は地盤改良区間で 3mm 程度，AGF 区間にお
いて 5mm 程度沈下するのみである． 
②本坑掘削により，先進坑専用部直上の地表面で最大 43mm 程度沈下する．また，後進
坑専用部直上の地表面で最大 28mm 程度沈下する． 





































































は，図 3.19 の通りである． 
 
 









































①地盤改良区間で専用部，一般部共に 5～15mm 程度，AGF 区間では，専用部で 20mm
程度，一般部で 10～25mm 程度の沈下量となっており，地表面沈下と同様に，地盤改
良区間よりも AGF 区間の方が大きい． 
②導坑掘削では，最大で 8mm 沈下するのみである． 







⑤STA.109+60～STA.110+30 の AGF 区間において，専用部の先進坑と後進坑，および一
般部の先進坑と後進坑を比較すると，天端沈下量はほぼ同じである．したがって，先
進坑掘削と後進坑掘削が周辺地盤に与える影響はほぼ同じであると想定される． 



























































図 3.22 天端沈下量（縦断方向） 
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3.8.3 トンネル天端沈下と直上地表面沈下の相関関係 
図 3.23 に，AGF 区間（STA.109+40）における，先進坑掘削時の天端沈下と直上地表面
沈下との相関関係を示す．また，図中には先進坑掘削前と先進坑上半が到達した時点での
地表面沈下量も示す．掘削に伴い，地表面沈下は専用部で 17mm，一般部で 9mm 発生する






































は，地盤改良区間では約 20mm，AGF 区間では約 45mm となっている．一方，施工管理上









図 3.25 および図 3.26 に，先進坑上半掘削完了時および後進坑下半掘削完了時におけるピ
ラーコンクリートの変位量を示す．なお，変位はピラーの頂部における変位量とした．ま




































































































































































































































図 3.29 ピラーコンクリート変形図（AGF 区間 STA.109+40，下り線側ピラー） 
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3.8.6 地中連続壁の変形 
図 3.30 に，STA.109+60 断面での地中連続壁（TRD）の変形図を示す．図には，先進坑
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③AGF 区間においても土被りは 10ｍの小土被りトンネルである． 
④京都側谷筋には沖積層が分布しており，予測外の挙動を示す可能性がある． 
 











































大で 5mm 程度である． 
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ーが変位できる余裕量が 0 であるため（図 4.1 参照），設計覆工厚を確保することが不可
能である．すなわち，設計覆工厚を確保するためには，ピラーコンクリートの変形余裕量




図 4.1 当初設計におけるピラーと覆工の位置関係および鋼材の配置 
 
 ①設計覆工厚を小さくする ②ピラーを小さくする 
 
図 4.2 ピラーの変形余裕量を確保する方法 
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 ①フラット（原設計） ②山型 
 































 ①当初設計 ②山型案 ③変更案 
 

















































本検討においては，AGF 区間の STA.109+40 を解析対象断面とする（図 3.4 参照）．本
断面は，小路トンネルの中で最も土被りの大きな断面である．STA.109+40 断面の地層構成
図を図 4.7 に示す． 
 
 











(b) A 部詳細図 
 













表 4.1 地盤の解析用物性値 









盛土層 B 10 18.0   5 000 0.3   0.0 27.0 
沖積粘性土層 Ac 4 19.0   2 000 0.4  25.0   0.0 
礫質土 Dg 17 19.5 11,900 0.3   0.0 31.0 段丘 
層 粘性土 Dc 12 18.0  8,400 0.4 120.0  0.0 
粘性土 Oc2 10 17.0 16,000 0.4 100.0  0.0 
砂質土  Os’ 40 20.0 38,000 0.3   0.0 39.5 
砂質土 Os2 40 20.0 38,000 0.3   0.0 39.5 
礫質土 Og1 43 21.0 40,850 0.3   0.0 40.4 
粘性土 Oc3 18 17.5 28,800 0.4 200.0  0.0 
砂質土 Os3 46 20.0 43,700 0.3   0.0 41.3 
礫質土 Og2 49 21.0 46,550 0.3   0.0 42.1 
砂質土 Os4 45 20.0 42,750 0.3   0.0 41.0 
大阪 
層群 

















ポアソン比 備  考 
専用部 吹付けコンクリート 平面ひずみ要素 6.00E+06 (t = 250mm) － 0.2 f’ck = 36N/mm2 
専用部 鋼製支保工 ビーム要素 2.00E+08 6.35E-03 4.72E-05 － HH-200 
一般部 吹付けコンクリート 平面ひずみ要素 4.00E+06 (t = 200mm) － 0.2 f’ck = 18N/mm2 
一般部 鋼製支保工 ビーム要素 2.00E+08 3.97E-03 1.62E-05 － H-150 
地中連続壁（ソイルセメント） 平面ひずみ要素 7.50E+04 － － 0.3 f’ck = 0.5N/mm2
地中連続壁（芯材） ビーム要素 2.00E+08 8.34E-03 2.35E-04 － I-400×200 
ピラーコンクリート ソリッド要素 2.80E+07 － － 0.2 f’ck = 30N/mm2 













図 4.9 解析ステップ 
 
4.2.6 解析結果 











図 4.13 に最大圧縮主応力の分布図を示す．また，図 4.14 に最大引張主応力の分布図を示
す．ピラー壁部およびピラー左右端部に大きな圧縮応力が発生しており，最大で 10.0N/mm2






































































































































































































































































図 4.15 ピラー補強鋼材配置概念図 
 
(2) 照査 
図 4.13 から分かるように，ピラーには最大 10.0N/mm2 の圧縮応力が発生しており，設計
基準強度 f’ck=30N/mm2 のコンクリートの短期許容応力度 12.75N/mm2 以下となっている（設
計基準強度 f’ck=30N/mm2 の許容軸圧縮応力度を 8.5N/mm2 とし，短期の許容応力度として









表 4.3 に，H-250 を採用した場合の照査結果を示す．常時の底盤の引張力に対しては H-250
で補強を行うと許容応力度内に収まっている． 
 
0.0 2.01.51.00.5 4.03.53.02.5 (N/mm2)4.5  
 
図 4.16 補強仕様算定断面位置（中央ピラー，最大引張主応力分布） 
 
表 4.3 引張応力度の照査（H-250 使用時） 
断面① 断面② 断面③ 断面① 断面② 断面③ 断面① 断面② 断面③
　発生引張力 (kN) 809 904 687 1189 1251 944 1096 1256 977
　鋼材の引張応力度 (N/mm2) 88.5 98.9 75.1 130.0 136.8 103.2 119.9 137.4 106.9
　鋼材の許容応力度 (N/mm2)




















表 4.4 縦断方向鉄骨仕様一覧 






側部 H200 ctc 1.0m 63.53 L75×75×9 / 1.0m 12.69 0.20 
底盤部 H250 ctc 1.0m 91.43 H200×2 本 / 6.4m 19.85 0.22 
 
 












































た，図 4.18 に，大阪層群砂質土層（Os2 層）を対象とした剛性低下曲線の例を示す． 
 
























Ac 3 31.6 0 18.5 680 175 3.89 0.465 57800 沖積粘性土
B 2 - 20.5 18.0 530 150 3.53 0.456 41300 沖積砂質土
Dc 3 30 - 18.0 520 180 2.89 0.432 59500 洪積粘性土
Dg, Ds 14 - 29.5 19.5 740 210 3.52 0.456 87800 洪積砂質土
Oc2 4 101 - 17.0 1260 250 5.04 0.480 108000 洪積粘性土
Og1 50 - 42.4 21.0 1190 320 3.72 0.461 219000 洪積砂質土
Os2 82 - 45 20.0 1360 320 4.25 0.471 209000 洪積砂質土
Oc3 12 189 - 17.5 1510 340 4.44 0.473 206000 洪積粘性土
Os3 46 - 41.3 20.0 1620 370 4.38 0.472 279000 洪積砂質土
Og2 72 - 45 21.0 1840 400 4.60 0.475 343000 洪積砂質土
Os4 44 - 40.7 20.0 1800 370 4.87 0.478 279000 洪積砂質土
Oc4 24 240 - 18.0 1830 340 5.38 0.482 212000 洪積粘性土
改良1 20.0 310 0.400 200000
改良2 20.0 590 0.400 703000





































することとする．表 4.6 に，地震時検討用の支保物性値を示す． 
 











ポアソン比 備  考 
専用部 吹付けコンクリート 平面ひずみ要素 2.95E+07 (t = 250mm) － 0.2 f’ck = 36N/mm2 
専用部 鋼製支保工 ビーム要素 2.00E+08 6.35E-03 4.72E-05 － HH-200 
一般部 吹付けコンクリート 平面ひずみ要素 2.20E+07 (t = 200mm) － 0.2 f’ck = 18N/mm2 
一般部 鋼製支保工 ビーム要素 2.00E+08 3.97E-03 1.62E-05 － H-150 
地中連続壁（ソイルセメント） 平面ひずみ要素 7.50E+04 － － 0.3 f’ck = 0.5N/mm2
地中連続壁（芯材） ビーム要素 2.00E+08 8.34E-03 2.35E-04 － I-400×200 
ピラーコンクリート ソリッド要素 2.80E+07 － － 0.2 f’ck = 30N/mm2 
























るレベル 1 地震動 2 波形の加速度波形を示す． 
 
 
(a) 1978 年宮城県沖地震 開北橋周辺地盤 LG 
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図 4.20～図 4.29 に，各加速度波形を用いた解析において，ピラー天端の水平変位が最大
となった時刻における解析結果を示す．図 4.20 および図 4.25 は，ピラー天端変位最大時の
変形図であり，両波形とも向かって右から左に変形している．トンネル天端とインバート
センター間の水平方向相対変位は，「開北橋周辺地盤 LG」の波形で 5mm 程度，「開北橋
周辺地盤 TR」の波形で 7mm 程度となっており，若干「開北橋周辺地盤 TR」の波形の方が
大きくなっている． 











周辺地盤 LG」の波形で 5.1N/mm2，「開北橋周辺地盤 TR」の波形で 5.4N/mm2となってい
る． 
















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































摩擦係数 0.6 は，以下の数値を参考にして定めた． 
 
① 岩とコンクリートの摩擦係数 0.6：｢道路橋示方書・同解説 下部構造編｣5） 
② コンクリートとコンクリートの摩擦係数 0.6～0.66：｢仮設 PC 鋼材設計・施工マニ




        
図 4.34 接触面下部要素のせん断応力・鉛直応力概念図 
 
(4) 発生せん断力と最大せん断力の比較および対策工の検討 
図 4.35 および図 4.36 に示すように，支保とピラーの接触面でのせん断力と摩擦力の比較






表 4.7 ボルト特性 
ねじ呼び径 有効断面積 許容せん断応力 ボルト一本当たりの短期許容せん断力
M24 353mm2 90N/mm2 353×90×1.5/1000 = 47.7kN
 
 




表 4.8 ボルト本数の検討結果 
左側 右側 左側 右側 左側 右側
　超過せん断力 (kN) ----- 12.4 ----- 6.9 ----- -----
　ボルトの許容せん断力 (kN) ----- 95.3 ----- 95.3 ----- -----
　余裕量 (kN) ----- 82.9 ----- 88.4 ----- -----
　超過せん断力 (kN) ----- 63.3 ----- 61.7 ----- -----
　ボルトの許容せん断力 (kN) ----- 95.3 ----- 95.3 ----- -----












































































































































































































































































































































































図 4.37 および図 4.38 に地震時の増加せん断力の時刻歴を，表 4.9 に地震時増加せん断力
の最大値（絶対値）示す．発生せん断力の最大値は 414kN となっている． 
 
表 4.9 地震時増加せん断力の最大値（絶対値） 
左側 右側 左側 右側 左側 右側
　地震時増加せん断力最大値（絶対値） (kN) 268 282 325 343 296 233
　発生時刻 (sec) 8.98 8.98 8.98 8.98 8.98 8.98
　地震時増加せん断力最大値（絶対値） (kN) 323 352 394 414 363 317









表 4.10 に高力ボルトの特性を示す． 
本照査においては，地震時の増加せん断力をボルトのみで負担するという特殊性を考慮
して，高力ボルトの許容値は，一般的な許容応力度ではなく，引張強さ（破断強さ）を用
いることとする．また，便宜上 von Mises の降伏基準 3yy σ=τ を適用し，高力ボルトの
せん断強さを引張強さの 31 と考えることとする． 
 
 -112- 




















以上より，高力ボルト 2 本で鋼製支保工を連結することにより，せん断強さ 224.2 × 2 = 
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図 4.30 および図 4.32 から分かるように，ピラーには最大で 12.6N/mm2 の圧縮応力が発生
している．一方，設計基準強度 f’ck=30N/mm2 のコンクリートの設計強度は，①一般的なコ
ンクリートの応力－ひずみ関係 9）で用いられている低減定数 0.85，②コンクリートの材料
係数 1.3，を用いて算出すると，30×0.85/1.3 = 19.6N/mm2 となる．したがって，ピラーコン
クリートに発生する圧縮応力度 12.6N/mm2 は設計強度 19.6N/mm2以下となっている（同時




面 3 ヶ所の発生引張力を求め，H 形鋼の断面積で割ったものを鋼材に発生する引張応力度
とし，この引張応力度が鋼材の降伏応力度以下かどうかを確認する（SS400 で鋼材厚さが




表 4.11 地震時における鋼材の発生応力度（開北橋周辺地盤 LG） 
断面① 断面② 断面③ 断面① 断面② 断面③ 断面① 断面② 断面③
　発生引張力 (kN) 1241 1203 937 1586 1530 1290 1428 1553 1469
　鋼材の引張応力度 (N/mm2) 135.7 131.6 102.5 173.5 167.3 141.1 156.2 169.9 160.7
　鋼材の許容応力度 (N/mm2)
　鋼材の降伏応力度 (N/mm2)







表 4.12 地震時における鋼材の発生応力度（開北橋周辺地盤 TR） 
断面① 断面② 断面③ 断面① 断面② 断面③ 断面① 断面② 断面③
　発生引張力 (kN) 1303 1190 914 1599 1461 1258 1421 1470 1390
　鋼材の引張応力度 (N/mm2) 142.5 130.2 100.0 174.9 159.8 137.6 155.4 160.8 152.0
　鋼材の許容応力度 (N/mm2)
　鋼材の降伏応力度 (N/mm2)
　判　定 OK OK OK OK OK OK OK OK OK
（備考）　H-250の断面積 91.43cm2























表 4.13 三次元解析による鋼材の発生応力度（底盤部，H-250 使用） 
左ピラー
断面① 断面② 断面③ 断面④ 断面⑤
　発生引張力 (kN) 1656 1550 1775 1600 1675
　鋼材の引張応力度 (N/mm2) 181.1 169.5 194.1 175.0 183.2
　鋼材の許容応力度 (N/mm2) 210






表 4.14 三次元解析による鋼材の発生応力度（壁部，H-200 使用） 
左ピラー 中央ピラー 右ピラー
断面⑥ 断面⑦ 断面⑧
　発生引張力 (kN) 538 338 1050
　鋼材の引張応力度 (N/mm2) 84.7 53.2 165.3
　鋼材の許容応力度 (N/mm2) 210 210 210
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図 5.1 に主計測断面図を示す．主計測断面としては，地盤改良区間で 2 断面，AGF 区間




図 5.1 主計測断面図 
 
 ● 地表面沈下 
 ● GPS 地表面沈下 
 ■ 多段式傾斜計（連壁） 
 ◆ 芯材ひずみ計（連壁） 
 ◎ 地下水位測定 
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5.2 地表面沈下 














軸圧縮試験を実施したところ，平均で 3.0N/mm2 程度あることが確認された． 
そこで，改良地盤の強度が設計強度に対して実際は 3 倍程度あることを反映するために，
改良地盤の変形係数は E = 150qu（qu：改良強度）で定めていることを勘案して，改良地盤
の変形係数を 3 倍にした解析を別途実施した．図 5.2 および図 5.3 の先進坑掘削後のグラフ
中には，改良地盤の変形係数を 3 倍にした解析結果も併記してある．地盤改良区間では，
改良地盤の変形係数を 3 倍にすることで，専用部直上の地表面沈下分布は，計測値とほぼ












(a) 計測断面１ ［地盤改良区間，STA.111+00］ 



































(b) 計測断面４ ［AGF 区間，STA.109+40］ 

















































































(a) 計測断面１ ［地盤改良区間，STA.111+00］ 



































(b) 計測断面４ ［AGF 区間，STA.109+40］ 









































図 5.3 後進坑掘削後の地表面沈下分布図 
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5.3 支保の変形挙動 










































(a) 計測断面１ ［地盤改良区間，STA.111+00］ 
 
 



































(a) 計測断面１ ［地盤改良区間，STA.111+00］ 
 
 


















   管理レベルⅢを超えると工事中止体制となる 
 
(1) 先進坑 



















































































































































　［下段］後進坑掘削時 左下半 左脚部 左肩 天端 右肩 右脚部 左脚部 左肩 天端 右肩 右脚部
2.0 0.0 -0.8 -1.1 -0.6 -0.2 -0.6 -0.1 0.6 -1.9 -1.3 
0.0 0.3 -1.0 -1.1 -1.0 -2.6 -5.8 -0.8 0.3 -2.5 -4.8 
3.3 -19.5 -12.9 -3.0 -6.0 -22.6 -35.7 -9.7 9.9 -21.6 -56.8 
9.7 -10.4 6.3 -11.0 -32.0 -80.0 -60.7 -31.5 6.7 -29.3 -90.7 
-4.3 -17.8 -11.6 0.5 -1.0 -25.7 -51.6 -6.9 12.8 -1.9 -64.5 
















図 5.6 先進坑支保部材の応力分布（地盤改良区間，STA.111+00） 
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解析値（先進坑掘削時） 解析値（後進坑掘削時）




























































































　［下段］後進坑掘削時 左下半 左脚部 左肩 天端 右肩 右脚部 左脚部 左肩 天端 右肩 右脚部
#N/A 0.2 0.0 1.1 0.2 -0.4 -3.6 -2.8 -3.8 -2.6 -4.4 
-0.2 0.7 -0.7 -2.5 -2.1 -4.3 -8.1 -4.7 -5.7 -2.8 -9.0 
#N/A -36.0 -77.4 -61.7 -44.0 -45.4 -80.2 -106.3 -62.1 -86.7 -88.6 
-0.8 -33.2 -89.1 -121.4 -87.1 -126.3 -138.1 -132.0 -88.8 -97.1 -146.2 
#N/A -35.3 -80.4 -12.9 -49.3 -43.7 -81.3 -60.9 -33.5 -59.5 -78.2 









































































　［下段］後進坑掘削時 左下半 左脚部 左肩 天端 右肩 右脚部 左脚部 左肩 天端 右肩 右脚部
(N/mm2) 0.4 -1.2 #N/A -0.7 #N/A 0.5 -0.2 #N/A -0.1 #N/A -1.0 
内空側 (N/mm2) -13.2 -50.1 #N/A -22.8 #N/A -21.8 -57.2 #N/A -8.2 #N/A -60.4 






































































　［下段］後進坑掘削時 左下半 左脚部 左肩 天端 右肩 右脚部 左脚部 左肩 天端 右肩 右脚部
(N/mm2) 1.0 -1.2 #N/A -1.9 #N/A -0.4 -1.3 #N/A 0.1 #N/A -0.5 
内空側 (N/mm2) -13.2 -127.4 #N/A -81.7 #N/A -40.5 -77.7 #N/A -35.8 #N/A -62.3 




































































































































































































































































































































































①推定荷重：図 5.13 に示す領域の土荷重であり，全土被り高さ相当の荷重である 
②計測結果に基づく荷重：図 5.10 および図 5.11 中の計測結果から算出される荷重 




















図 5.13 推定荷重の算出 
 -139- 
 
表 5.1 ピラー作用荷重の比較［地盤改良区間，STA.111+00］ 
 
(a) 先進坑掘削時 
推定土荷重 (kN) -1660 (148%) -2280 (105%) -2280 (162%) -6221 (133%)
計測結果 (kN) -1123 -2165 -1406 -4694







推定土荷重 (kN) -2868 (140%) -3380 (91%) -2868 (91%) -9115 (102%)
計測結果 (kN) -2054 -3712 -3138 -8904








表 5.2 ピラー作用荷重の比較［AGF 区間，STA.109+40］ 
 
(a) 先進坑掘削時 
推定土荷重 (kN) -2118 (170%) -3083 (132%) -3967 (184%) -9168 (160%)
計測結果 (kN) -1248 -2333 -2160 -5741







推定土荷重 (kN) -3730 (98%) -4545 (89%) -4945 (122%) -13219 (102%)
計測結果 (kN) -3815 -5128 -4047 -12989


































































































































































{ } )i(fd)bta/(t)t(f ckck ′⋅⋅+=′  (5.1) 
 
ここに，f’ck(t) ：材齢 t 日におけるコンクリートの圧縮強度の特性値（N/mm2） 
 t ：材齢（日） 
 i ：設計基準強度で対象とする材齢（= 28 日） 
 a ：定数（ = 4.5，普通ポルトランドセメント） 
 b ：定数（ = 0.95，普通ポルトランドセメント） 
 d ：材齢 28 日に対する材齢 91 日の強度の増加率 




)t(f7.4)t()t(E cke ′××φ=  (5.2) 
 
ここに，Ee(t) ：材齢 t 日における有効ヤング係数（kN/mm2） 
 f (t) ：温度上昇時におけるクリープの影響が大きいことによるヤング係数の補
 -146- 
正係数 
   ・材齢 3 日まで φ = 0.73 
   ・材齢 5 日以降 φ = 1.0 




って異なるが，平均して 1 日 2m 程度の掘削とした．式(5.2)に準じると，吹付け直後の弾
性係数 E は 0 となるが，本解析では，第 3 章で実施した予測解析と同様に，専用部（f’ck = 





























































(2) Interface 要素 




図 5.19 に，Interface 要素の応力－変位関係を示す．法線方向は，圧縮のみ抵抗し，引張
には抵抗しないことで，支保と地山の剥離を再現する．せん断方向は，最大摩擦力以上に
は抵抗しないことで滑りを再現する． 
Interface 要素の法線方向剛性 kn およびせん断方向剛性 ksは，妥当な解析精度を確保する






⎛ += mineq zG
3
4KmaxE  (5.3) 
10Ekk eqsn ×==  (5.4) 
 
ここに，K ：吹付けコンクリートの体積弾性係数 
 G ：吹付けコンクリートのせん断弾性係数 
 Δzmin ：境界面に対して法線方向の最小要素幅 
   （図 5.18 参照） 
 
最大摩擦力を算出するために必要な摩擦係数 μs は，「道路土工－擁壁工指針」7）を参





図 5.18 Interface 要素の設置位置の模式図 
 
 ① 法線方向 
 
 
 ② せん断方向［法線方向圧縮時］ 
 





















































































































区間 A B C
 





































































































































6) Itasca Consulting Group, Inc.: Fast Lagrangian Analysis of Continua in 3 Dimensions (FLAC3D 
















 (a) 基礎 (b) 先行支保 
 





































表 6.1 にピラー底盤幅に関する検討ケースを示す．ピラー底盤幅に関しては，図 6.3 に示
した最大のピラー底盤幅 6.0m に対して，図 6.5 に示すように，1.5m 小さくしたピラー底盤
幅 4.5m のケースと，1/2 にしたピラー底盤幅 3.0m のケースを検討することとする．ピラー
壁厚については，1.0m で一定とする．土被りについては，単一のトンネル掘削幅 D（= 11.6m）
を基準として，0.5D，1.0D および 2.0D の 3 種類を実施する． 
 



























 (a) ピラー底盤幅 4.50m (b) ピラー底盤幅 3.00m 
 




表 6.2 にピラー高さに関する検討ケースを示す．ピラー高さに関しては，6.0m と 4.5m の
2 種類のピラー底盤幅において，図 6.7 に示すように，ピラー高さを 5.50m に高くしたケー
スと，ピラー高さを 4.00m に低くしたケースを検討することとする．ピラー壁厚について
は，1.0m で一定とし，土被りについては，単一のトンネル掘削幅 D（= 11.6m）を基準とし
て，1.0D の場合のみを考慮する． 
 






















 (a) ピラー高さ 5.50m (b) ピラー底盤幅 4.00m 
 
図 6.6 ピラー高さの種類（ピラー底盤幅 6.00m の場合） 
 
 
 (a) ピラー高さ 5.50m (b) ピラー底盤幅 4.00m 
 





表 6.3 にピラー壁厚に関する検討ケースを示す．ピラー壁厚に関しては，図 6.8 に示すよ



























FLAC3D version 3.1 2） 
 
(2) 解析ケース 
表 6.4 に解析ケースをまとめる．総解析ケースは，14 ケースである． 
 


















4.75m 1.00m ○ ○ ○
4.00m 1.00m ○

























地盤の物性値は，都市 NATM が対象とする標準的な地盤の物性値を採用することとした． 
 




























表 6.6 支保部材の物性値 










ポアソン比 備 考 
導坑 支保 シェル （合成） 9.26E+06 1.30E-01 － － 
f’ck = 18N/mm2
H-125 
本坑 吹付けコンクリート ソリッド 4.00E+06 (t = 250mm) － 0.2 f’ck = 18N/mm2
本坑 鋼製支保工 ビーム 2.00E+08 6.35E-03 4.72E-05 － H-200 
ピラーコンクリート ソリッド 2.80E+07 － － 0.2 f’ck = 30N/mm2







擦力を算出するために必要な摩擦係数 μs は，0.6 とする． 
 
6.2.4 解析ステップ 





①本坑上半掘削：1 日に 2m 
②本坑下半掘削：1 日に 4m 
③本坑インバート掘削：1 日に 8m 
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⑤先進坑上半掘削（1m ごと） ⑥先進坑下半掘削（2m ごと） 
  
図 6.10 解析ステップ［1/2］ 
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⑦先進坑インバート掘削（4m ごと） ⑧後進坑上半掘削（1m ごと） 
  
 
⑨後進坑下半掘削（2m ごと） ⑩後進坑インバート掘削（4m ごと） 
  






図 6.12 に，土被り 1D の場合におけるピラー回転角の経時的な変化を示す．先進坑上半



































































りが 2D の場合，先進坑掘削時と同様に，トンネル幅に対するピラー底盤幅の比率が 0.34


























































































図 6.13 ピラー底盤幅と回転角の関係（掘削段階ごとに整理） 
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図 6.15 に，土被り 1D の場合におけるピラー底盤幅と沈下量の関係を示す．横軸につい
ては，図 6.13 と同様にピラー底盤幅をトンネル幅 D（= 11.6）で除した無次元量を採用し
た．今回検討したピラー底盤幅の範囲では，ピラー底盤幅とピラー沈下量の関係は直線で
近似できることが分かる．先進坑完了時および後進坑完了時の両方とも，ピラー底盤幅の



















































































図 6.16～図 6.18 に，土被り 1.0D の場合の吹付けコンクリートおよびピラーコンクリー
トにおけるトンネル周方向応力の分布を示す．ピラー部の周方向応力は，ピラー底盤幅に
よって応力の分布傾向が異なるが，一次支保の吹付けコンクリート応力は，ピラー底盤幅




コンクリート応力と比較して，ピラー幅が 6.0m の場合は 40%程度増大しているのに対して，

















































































































































ピラー底盤幅 6.0m ピラー底盤幅 4.5m ピラー底盤幅 3.0m
 









































ピラー底盤幅 6.0m ピラー底盤幅 4.5m ピラー底盤幅 3.0m
 
図 6.22 各本坑掘削時の地表面沈下量（土被り 1.0D） 
 -184- 



































































































図 6.25 および図 6.26 に，先進坑掘削時のピラーの変形と下部地盤の鉛直応力の関係を示








































図 6.25 先進坑掘削時におけるピラーの変形と下部地盤の鉛直応力増分の関係 






図 6.26 先進坑掘削時におけるピラーの変形と下部地盤の鉛直応力増分の関係 






図 6.27 後進坑掘削時におけるピラーの変形と下部地盤の鉛直応力増分の関係 






図 6.28 後進坑掘削時におけるピラーの変形と下部地盤の鉛直応力増分の関係 





図 6.29～図 6.32 に，先進坑上半切羽到達前におけるピラーの変形と下部地盤の鉛直応力
増分の関係を示す．図 6.29 および図 6.30 は，ピラー底盤幅が 6.0m の場合におけるピラー















図 6.31 および図 6.32 は，ピラー底盤幅が 3.0m の場合におけるピラーの変形と下部地盤









(a) 先進坑上半切羽到達前［切羽離れ -12m(= -1.0D)］ 
 
(b) 先進坑上半切羽到達前［切羽離れ -8m(= -0.67D)］ 
 
図 6.29 先進坑上半切羽到達前におけるピラーの変形と下部地盤の鉛直応力増分の関係 
（土被り 1.0D，ピラー底盤幅 6.0m）［1/2］ 
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(c) 先進坑上半切羽到達前［切羽離れ -4m(= -0.33D)］ 
 
(d) 先進坑上半切羽到達時［切羽離れ 0m］ 
 
図 6.30 先進坑上半切羽到達前におけるピラーの変形と下部地盤の鉛直応力増分の関係 
（土被り 1.0D，ピラー底盤幅 6.0m）［2/2］ 
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(a) 先進坑上半切羽到達前［切羽離れ –12m(= -1.0D)］ 
 
(b) 先進坑上半切羽到達前［切羽離れ –8m(= -0.67D)］ 
 
図 6.31 先進坑上半切羽到達前におけるピラーの変形と下部地盤の鉛直応力増分の関係 
（土被り 1D，ピラー底盤幅 3.0m）［1/2］ 
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(c) 先進坑上半切羽到達前［切羽離れ -4m(= -0.33D)］ 
 
(d) 先進坑上半切羽到達時［切羽離れ 0m］ 
 
図 6.32 先進坑上半切羽到達前におけるピラーの変形と下部地盤の鉛直応力増分の関係 
















π=  (6.1) 
 
ここに，Q ：集中荷重 
 B ：基礎の幅 
 
後進坑掘削完了時におけるピラー下部地盤の鉛直応力に関して，式(6.1)を用いた理論解
と三次元解析結果との比較を，図 6.33 に示す．集中荷重 Q については，三次元解析による
ピラー壁部の応力分布から算出したところ，ピラー底盤幅が 6.0m の場合は Q = 2719kN，
ピラー底盤幅が 3.0m の場合は Q = 2515kN となった． 
まず，ピラー底盤幅が 3.0m の場合（図 6.33(b)参照），三次元解析結果と Boussinesq の
理論解は非常に近似している．すなわち，底盤幅 3.0m のピラーは，剛体と見なした基礎と
同様の挙動をしていると考えられる．一方，ピラー底盤幅が 6.0m の場合（図 6.33(a)参照），
三次元解析結果と Boussinesq の理論解には差異が見られ，ピラー中心部では理論解の方が












(a) ピラー底盤幅 6.0m 
 
(b) ピラー底盤幅 3.0m 
 






































(a) ピラー幅 6.0m 
 
(b) ピラー幅 3.0m 
 






















(a) ピラー幅 6.0m 
 
(b) ピラー幅 3.0m 
 



































































































図 6.37 ピラー高さと回転角の関係（掘削段階ごとに整理） 
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6.5 ピラー壁厚に関する検討 
図 6.38 に，ピラー壁厚 0.5m の場合におけるコンクリート周方向応力の分布図を示す．




















































































トンネル工学研究論文・報告集，第 10 巻，pp.161-166，2000． 
2) Itasca Consulting Group, Inc.: Fast Lagrangian Analysis of Continua in 3 Dimensions (FLAC3D 
















































































































第 6 章では，第 5 章で試行した新たな解析手法を用いて，めがねトンネルにおけるセン
ターピラーの果たす役割や掘削時挙動のメカニズムについて明らかにした．さらに，合理
的かつ効果的なセンターピラーの形状についても検討した．以下に，得られた知見と今後
の課題を列挙する． 
 
①めがねトンネルにおけるセンターピラーは，従来から言われている基礎としての機能
と先行支保（事前に設置された支保）として機能を併せ持つ構造物である． 
②センターピラーの先行支保としての機能は，ピラー底盤幅が大きくなるほど顕著に表
れる． 
③先進坑完了時や後進坑完了時において，ピラーの回転がほとんど生じないピラー底盤
幅とピラー高さの組合せが存在する．ピラーの設計においては，なるべくピラーの変
形が小さくなるような形状を採用することは，施工管理上，覆工コンクリートの巻厚
やトンネル必要内空を確保するために有利となる． 
④ピラーの回転については，ピラーや支保のない条件下におけるピラー位置の地盤の変
形（ピラー下部地盤の隆起）に起因するものと，支保とピラーによる変形抑制に起因
するものとに分けて考えると，ピラー下部の地盤応力は，後者に起因する回転により
生じていると考えられる．支保とピラーによる変形抑制に起因する回転方向とピラー
下部の地盤応力の分布形状との関係は矛盾した結果となっておらず，回転した方向の
下部地盤の鉛直応力が大きくなっている． 
⑤地表面沈下量は，ピラー底盤幅に依存し，ピラー幅が大きくなるほど沈下量は小さく
なる．また，ピラー底盤幅を大きくすることよる抑制効果は，先進坑掘削時よりも後
進坑掘削時の方が顕著である．ただし，ピラー底盤幅を大きくすることによるピラー
自身の沈下抑制効果に比べると，地表面沈下の抑制効果は小さくなっている．ピラー
の機能を最大限に発揮して地表面沈下を抑制するためには，ピラー底盤幅を大きくす
ることに加えて，ピラーと反対側の支保脚部の沈下を抑制することが必要である． 
⑥ピラー底盤幅が大きくなると，ピラー部におけるトンネル周方向応力の分布形状が大
きく変化し，インバートハンチ部の周方向応力が大きくなる傾向が顕著である．また，
ピラー底盤幅が大きくなると，先進坑掘削時にピラー壁部の曲げモーメントが大きく
なり，後進坑側の壁面には引張応力が発生する．これは，剛体基礎としての機能の他
に，先行支保としての機能が表れているためである．  
⑦ピラー壁厚については，最低限先進坑と後進坑の一次支保厚を合算した厚さがあれば，
支保の安全性は確保される．したがって，過去の施工実績による平均的なピラー壁厚
よりも，半分以下に低減することが可能である． 
⑧ピラー底盤幅が大きくなると，ピラーの先行支保としての効果が表れ，底盤中央部の
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鉛直応力は減少するが，ピラー両脇の鉛直応力はあまり減少しない．したがって，ピ
ラー下部地盤に必要とされる地耐力の最大値は大きくは低減されない．合理的に地耐
力を確保するためには，ピラー底盤幅に応じて，底盤の左右端部を重点的に対策する
必要がある．なお，本章では，ピラー下部地盤の応力発生メカニズムを明らかにした
が，支持力の算定手法を提案するには至っていない．ピラー幅が大きくなると，ピラ
ーの先行支保としての機能が卓越するようになるため，一般的に用いられている支持
力公式を用いるのは不適切であると考えられる．今後，合理的なめがねトンネルの設
計を行うためには，新たな支持力の検討手法を開発する必要があると考えられる． 
⑨本章では，めがねトンネルが施工される標準的な地盤を想定した 1 種類の物性値を用
いて検討を行っており，地盤物性値の差異については評価していない．実際の施工に
おいて対象とする地盤が多種多様であることを勘案すると，合理的かつ効果的なセン
ターピラーの設計を行うためには，今後，地盤条件の差異がセンターピラーの挙動に
及ぼす影響についても検討する必要があると考えられる． 
⑩本章では，複雑な三次元解析を用いて検討を行った．合理的なめがねトンネルの設計
を行うために，多大な労力を必要する三次元解析を設計段階で適用することは現実的
ではないと考えられるので，本章で用いた三次元解析と同様の結果が得られる二次元
解析手法を開発する必要がある． 
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